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東日本大震災では，交通網が各所で寸断された結果，長期にわたって救助・避難・復旧・復興活動に支

障を生じたほか，被災住民の生活の質（Quality Of Life: QOL）を大きく低下させる要因ともなった．本研

究では地域別に発災後の被災状況や住民ニーズに応じたQOL低下状況を時系列評価可能なシステムを構築

する．QOL指標の構成要素の1つであるアクセシビリティ指標に着目して，目的地と道路ネットワークの相

互作用を考慮して，東海三連動地震の発生を想定した発災後の各地域のアクセス性の評価を行った．分析

の結果，沿岸部を中心に発災によりアクセシビリティが大きく低下する地域を明らかにした． 

 

     Key Words: Quality of Life, Accessibility, Monte Carlo Simulation, Emergency Management, Road 

Network 

 

1. はじめに 

 

東日本大震災では，地震や津波被害による交通網の寸

断が多発し，様々な二次災害をもたらした．緊急車両が

被災地へ辿り着けず，救援や緊急物資投入の困難な孤立

地域を生み出した．また，非常時における情報収集・共

有方法が整理されていなかったため，交通網の復旧に応

じて開始された支援物資等の搬入時に需給のミスマッ

チが生じ，被災者のニーズを満たす支援体制が滞りなく

実施できないという欠陥が露呈した．その後も避難所や

集落から病院等へのアクセス性が相当程度低くなる状

況が観察された． 

近未来の発生が予測されている東海・单海・東单海地

震では，三陸地方と同じリアス式海岸の地形を有する三

重県や，海に接する愛知県・静岡県では，東日本大震災

と同様の被害の発生が懸念される．そのため，事前対策

として，交通網の頑健性・冗長性を高めるためのリンク

の優先順位付けと，事後対策としてのリンク復旧の優先

順位付けを検討可能とする手法の開発が急務である． 

そこで本研究では，発災後の状況変化に対応した交通

網復旧プロセスを検討できる方法論を開発する．具体的

なアプローチとして，発災後に刻々とその決定メカニズ

ムが変化する，被災者の「生活の質」(Quality Of Life: 

QOL)を評価するシステムを構築し，それを用いて各局

面においてどのようにQOL低下を抑えるよう対応する

かを検討する方法として整備する．そのうち特に，発災

後のQOLへの影響が大きい要素として，病院や避難所な

ど，緊急時にアクセスが必要となる諸施設への行きやす

さ（Accessibility: AC）を本研究では取り上げる．それが

道路ネットワークの被災状況によってどう変化するか

を定量的に表現するために，アクセシビリティ指標（以

下，AC指標）を定義し，それを用いて道路ネットワー

クの脆弱性を事前に評価する． 
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事前評価において重要なのは，災害による各道路区間

の損壊の取り扱い方である．損壊をもたらす外力には，

地割れ，液状化，津波など様々な要因があり，いずれも

不確実性の高い事象のため，事前に正確な情報を設定す

ることはできない．したがって，分析では損壊事象を確

率的に取り扱う必要がある．そこで本研究では，乱数を

用いて事象を確率的に評価する手法であるモンテカル

ロシミュレーションを利用して，各道路区間の損壊確率

を考慮したAC低下への影響を分析する． 

本研究により，道路ネットワークの脆弱な地域が把握

でき，事前対策を優先すべき道路区間の抽出の判断基準

提供が可能となる． 

 

 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 

一般に，災害被害は経済損失や死者数・建物倒壊数な

どの直接的な指標で評価される．既存の災害シミュレー

ションシステム1)においてもこれらの指標がアウトプッ

トされる．しかしながら，災害被害は発災後も長期間に

わたって様々な経路をたどり住民の生活環境に悪影響

を与えることにも注意が必要である．既往研究において

も，集落ごとの孤立日数を評価したもの2)や食料の備蓄

量から災害脆弱性を評価したもの3)がある．しかし，災

害時における住民の生活ニーズやそのダイナミックな

変化が十分に考慮されていない． 

また，今後大震災に見舞われる可能性が高い地域では，

その発生を想定して，被害を抑制できる土地利用への転

換やインフラ整備をあらかじめ進めていくことが必要

である．しかし，今回の被災地のように集落やインフラ

が全壊し，災害の記憶も新しい状態であるのとは異なり，

他の地域では災害への意識も相対的に高くないことか

ら，現在の居住地を漸次作り変えていくために必要な計

画の立案・実施ははるかに難しい．したがって，生活者

の視点から災害被害の影響をイメージしやすい指標で

評価できるシステムの構築が不可欠である． 

一方，阪神淡路大震災や新潟県中越地震を対象として，

避難者の居住環境の実態調査やその評価4) 5)も行われて

いるが，定性的な事例分析に留まり，定量的な分析は十

分に行われていない． 

以上のような背景から，各自治体が検討している防災

計画は個別に立案されている側面が強く，科学的視点か

ら統一的にマネジメントする方法論は確立されていな

い．また，被害発生後の復旧・復興過程における優先事

項の順位決定の方法論も確立されていない． 

 そこで本研究では，生活者の視点から災害被害におけ

る対応手法を時系列かつ定量的に評価可能とするシス

テムを開発する．本論文では，QOLの構成要素のうち

AC指標に着目するが，最終的には，集落ごとの災害脆

弱性の総合評価や復旧・復興計画の立案支援を行うため

の方法論に発展させることを意図している． 

 

 

3. 研究全体のフロー 

 

研究全体のフローを図-1に示す．本研究では，東海・

单海・東单海三連動地震を対象とした施策評価に主眼が

あるが，比較対象として東日本大震災における実績値を

用いた分析を併せて行う．この結果から，構築する評価

システムの有効性を確認する． 

本研究では，実データを得られていない被災前の段階

で評価を行うことから，災害状況を仮定してシミュレー

ションを行う必要がある．そこでまず，内閣府の地震被

害想定支援ツール 1)を利用し，対象地域における 500m

メッシュごとの発災時の震度を算出する．次に，各メッ

シュの想定震度に基づき建物・インフラの被害を設定す

る．これは，確率的事象であることから，モンテカルロ

シミュレーションにより期待値で評価する．各道路区間

の損壊率を下記のように設定する． 

 

       
)exp(1

1

110  
kp  (1) 

 ここで，
kp :リンクk の損壊確率，

0 ,
1 :パラメータ,

1 :

リンクが存在する地域iにおける震度. 

 

パラメータ推定は，震度7の場合の道路リンク0.43km

あたり損壊確率を30%，震度3の時は1%と仮定して行っ

た．ここで定めた損壊確率に対してモンテカルロ法を適

用することで，損壊確率が乱数を下回る場合はリンクが

損壊したと判断し通行は不可能として扱う．一方，乱数

が上回る場合はリンクを通行可能とする．また，乱数の

 

図-1 研究全体のフロー 
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発生回数は20回とし，各回で各道路リンクの通行の可

か不可かを判断し，後述のGIS上におけるアクセシビリ

ティの計算を行った後に平均値を求めることで，最終

的なアクセシビリティ指標の結果を得る． 

 

 

4. 災害時QOL評価システム 

 

(1)  基本システム 

各地区における居住者のQOL 値は，既報 6)の方法に

従って推計する．まず，QOLは a) 居住地区における環

境の物理量と，b) そこに居住する個人の主観的な価値

観によって決定されるとする．a)については，交通利便

性（ACcessibility: AC），居住快適性（AMenity：AM），

安心安全性（Safety & Security: SS），の 3つの要素から

なる「生活環境質向上機会（Life Prospects: LPs）」を

QOLの構成要素と定義して用いる．さらにLPsを説明

する構成要素を表-1のように定義する．  

 このLPsに，b)居住者のQOLに対する価値観を表す

重みを乗じたものがQOL値となる．それを，式(2)～(4)

に示すように定式化する． 

            
 ( , ) ( )TQOL g i g i Sw LP

 
 (2) 

      
 ( ) ( , ) , ( , ) , ( , )g w g A M w g A M w g S Sw  (3) 

        ( ) ( ) , ( ) , ( )i A C i A M i S S isLP  (4) 

 

 ここで，  ,QOL g i ：個人属性グループ g のメッシュi で

のQOL値（1人あたり），  gw ：LPs各要素に対する価値

観（重み）ベクトル，  iLPs ：生活環境質向上機会ベクトル，

 AC i ：交通利便性，  AM i ：居住快適性，  SS i ：安心

安全性． 

 

(2)  アクセシビリティ指標の定式化 

 ACは，各地区から主要施設への近接性を表すもので，

ここでは，式(5)で定義されるポテンシャル型を用いる． 

        

   
J

j

ijji cATAC exp

       

(5)

 

 ここで， iAC : 地区 i 内の交通機関の AC ， i :評価対象地

区，j :近隣地区 J :地区総数， jAT :地区 j 内の施設の魅力度，

 :パラメータ， ijc :地区 i から地区 j への移動に要する一般化

費用． 

 

一般化費用
ijc の限界効果逓減は指数関数で表してい

る．その距離逓減パラメータ は2001年中京都市圏パ

ーソントリップ調査から分布交通量モデルを推定して

得られた値を用いる． 

 

(3) 災害被害評価への応用 

災害時は生存条件が脅かされることから，式(3)で表現

表-1 QOLの構成要素（LPs） 

分類  評価要素  指標例 

  

(AC : 

ACcessibility)  

就業施設利便性  就業場所へのAC  

教育・文化施設利便性  
高校，美術館・博物館，  

図書館へのAC  

健康・医療施設利便性  病院へのAC  

 大型小売店へのAC  

 

(AM : 

AMenity)  

居住空間使用性  1  

建物景観調和性  建物高さばらつき  

周辺自然環境性  1人あたり緑地面積  

局地環境負荷性  交通騒音レベル  

 

(SS : Safety & 

Security)  

地震危険性  地震による期待損失余命  

洪水危険性  洪水による期待浸水深  

犯罪危険性  年間街頭・侵入犯罪件数  

交通事故危険性  年間人身事故発生件数  

 

 
図-2 発災後のQOLの重みパラメータ変化 

 

 
図-3 発災後のQOL変化のイメージ 
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されている重みパラメータ  gw が通常時のものと大

きく異なる．図-2にその概念図を示す．重みパラメータ

は避難・復旧・復興の各段階を経て通常時のパラメータ

に徐々にシフトしていくものと考えられる．以降では，

各段階における重みパラメータの傾向について述べる． 

 被災直後：緊急避難施設や医療施設へのアクセス

性が重視される．また，他地域からの避難物資の

到着に時間を要するため，被災地内の小売店舗や

倉庫等における水・食料・毛布の残存量も重要に

なる． 

 避難段階：避難所の開設状況や水・食糧等の避難

物資の供給状況が重視される．この段階では，避

難所におけるトイレの状態や入浴施設の整備状

況などの衛生面の問題も重視される．また，余震

による二次被害の防止や被災地内の治安維持の

状況も重要となる．さらに，家族や知人の安否確

認のための情報も重視される． 

 復旧段階：仮設住宅における生活環境などアメニ

ティ関連の指標が重視されるようになると考え

られる．また，プライバシー確保が難しい居住環

境下で長期間生活している避難所生活者に関し

ては、精神的なサポートも重要となる． 

 復興段階：就業や就学が再開されるため，これら

の施設へのアクセス性も重視されることになる．

重みバランスは通常時の値に収束していくこと

になる． 

 

以上のような QOL の時系列変化を図示したのが図-3

である．具体的な重みの値を得るために，東海・東单海・

单海地震の被害想定地域におけるアンケート調査を実

施し，パラメータを推定することを予定している． 

以上より，交通道路ネットワークや施設の復旧状況等

の地域内の物理的な状況，時々刻々と変化する住民の主

観的な価値観を表す重みパラメータ  gw の変化の双

方を考慮して，地区（集落）ごとに QOL 変化のアウト

プットを描くことが可能となる． 

 

 

5. ケーススタディ 

 

(1) 対象地域の概要と使用データ一覧 

東日本大震災（東北地方：岩手県，宮城県）および東

海・单海・東单海三連動地震（東海地方：静岡県，愛知

県，三重県）を対象としたケーススタディを行う．ここ

ではQOLの構成要素の内，災害時に重要になると考えら

 

図-4 東北地域におけるACの時間推移 

表-2 利用データ一覧 

データ項目 出典 

道路ネットワーク

のデータ 

全国デジタル道路地図データベー

ス（（財）日本デジタル道路地図

協会） 

走行実績データ(Hondaインターナ

ビおよびパイオニアのスマートル

ープ搭載車両のフローティングカ

ーデータ) 

病院データ（ポイン

ト） 

（国土数値情報）平成17年 

東海・单海・東单海

三連動地震の想定

震度のデータ 

地震被害想定支援ツール（内閣府） 
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れる病院へのACのみを対象とする．東日本大震災に関

しては実績データを利用する．東海・单海・東单海三連

動地震に関しては，地震被害想定支援ツール1)による被

害予測を基に分析を行う．利用したデータは，表-2の通

りである． 

また，津波による浸水区域に含まれる病院はその機能

を喪失するものと仮定している．東日本大震災について

は実際の津波被害区域のデータを，東海・東单海・单海

三連動地震については沿岸部から10km以内でかつ標高

10m以下の区域が津波被害を受けると想定した． 

 

(2)  分析結果 

a) 東日本大震災 

岩手県・宮城県を対象として，東日本大震災発生後の

医療施設へのACの推移を図-4に示す．分析卖位は町丁目

を採用し，被災前の値を1とした相対値で示している． 

なお，本研究ではカーナビの走行実績データを用いて

おり，走行実績のない区間が必ずしも通行不可能となっ

ているわけではなく，ACは過少評価される傾向にある． 

被災直後（3月13日）は津波被害が甚大であった三陸

沿岸部を中心として地域全体でACは大きく低下してい

る．一方，仙台市や盛岡市等の都市部では低下率は比較

的小さい．沿岸部においても特異にACの低下が抑制さ

れている地区がある．理由は，このような地区の病院が

高台等の津波被害を受けにくい地区に立地していたた

めである．しかし，三陸沿岸部を单北に結ぶ国道45号線

が断絶し，病院は存在してもアクセスできないため，周

辺地区のACに対して波及的影響を与えることができず，

地域間のAC格差は拡大する結果となっている． 

次に，被災から1週間が経過した3月18日の時点では，

全般的に被災直後に比べてACが回復している．特に仙

台・盛岡を結ぶ東北道の沿線部での回復が顕著である．

また，岩手県と比較して宮城県の特に仙台市周辺で回復

が大きい． 

最後に，被災から約1カ月経過した4月11日の時点では，

東北道沿線を中心に，さらに回復している様子が分かる．

しかしながら三陸沿岸部では通常時の20%以下のACの

地区が多く残っている． 

 

b) 東海三連動地震 

ここでは，被災直後のACの低下状況について考察す

る．図-5は，東海地域における津波浸水範囲と病院立地

を示している．緑色が浸水範囲で，青色のポイントデー

タは，機能を喪失した病院であり，沿岸部での被害が多

くなる想定である．図-6は，現状を1とした際の，災害

発生直後のACの低下率を示したものである．以上の結

果から特に沿岸部周辺でACの変化が著しいことが見て

とれる．これは津波の影響で沿岸部の病院が震災発生後

は機能しなかったため，遠方の機能している病院までア

 

図-6 東海地域における災害 0日目のACの変化 

図-5  東海地域における津波浸水範囲と病院立地 
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クセスする必要性が生まれたためである． 

対照的に名古屋市周辺ではACの低下率が低い．これ

は，道路ネットワークが充実していたため，震災による

道路ネットワーク寸断の影響が沿岸部と比較して小さ

かったためである． 

全体としては，東北地方での推計同様，沿岸部でAC

の減少率が大きく，都市部では小さい傾向となっている．

この結果は実データを用いた東北地方の傾向と同様で

ある． 

 

 

6. 結論 

 

(1) 本研究で得られた知見 

 本研究では，災害の被害評価を被災地住民の QOL の

視点から評価する方法を提案し，そのシステムの重要な

構成要素であるACに着目して，発災後の道路ネットワ

ーク損壊の影響評価を行った．分析の結果，下記の知見

を得た． 

a) 東日本大震災では，津波被害の大きかった三陸海岸沿

いで，ACが大きく低下していることを定量的に明ら

かにした．しかし，内陸部等では AC の低下が抑制

された地域も存在することがわかった． 

b) 一方，時系列で比較すると，ACは段階的に回復して

おり，特にネットワークが密な仙台市中心部での回

復が早いことが明らかになった． 

c) 東海地域における三連動地震を想定した分析結果か

ら，沿岸部では津波の浸水によって道路ネットワー

クが破壊され交通が困難になる上，目的地である病

院も機能停止となるため AC は大きく低下すること

が明らかになった．一方で，名古屋のような都市部

では，病院数が多く，道路ネットワーク整備が密に

行われているため，ACの低下は抑制された， 

d) 今回のシミュレーション結果は，東日本大震災後に

おける実データを用いた AC 変化と同様の傾向を示

しており，東海地域において三連動地震を想定した

分析を早急に進める必要性を明らかにした． 

 

 上記の結果より，今後の東海地方での災害対策として

は，沿岸部に存在する医療施設の津波対策，また都市部

周辺地域は災害発生後のAC改善が早いことから，周辺

道路環境を整えることで災害発生後のACの低下を抑え

ることができると考えられる． 

 

(2) 今後の課題 

 研究には多数の課題が残っているが，下記の点を重点

的に検討していく予定である． 

a)  まず，地震による道路ネットワークの損壊確率を想

定震度のみでなく，建物倒壊の観点なども考慮して

分析していくことが必要である． 

b)  ACの回復を最も高くする道路補修箇所抽出や，や

ACの時系列変化を分析することも必要である． 

c)  アメニティや安心安全性を考慮した包括的なQOL

指標について扱い，災害時のマネジメントの方法論

の検討を行う． 
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